
 
 

 

 

１ 教育文化センター跡地活用事業について 

 横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針により、関内駅周辺地区のまちづくりのリーディン

グプロジェクトとして、早期の安全確保と賑わい創出を図るため、解体物件付きで土地を売却

することとしています。そのため、現市庁舎街区に先立ち、平成 29 年 10 月 13 日に募集要項

を公表し、募集を開始しました。概要等は以下の通りです。 
 

（１）事業提案の概要 

募集用途 「国際的な産学連携」「観光・集客」に寄与し、賑わいの創出に資する建築物 

必須事項 ①「国際的な産学連携」「観光・集客」のいずれか又は両方に寄与する要素 

② 低層の賑わいを誘導するため、原則、３階以下は非住居 
 

（２）関内駅周辺地区エリアコンセプトブック 

  関内駅周辺地区エリアコンセプトブックは、公募事業を通じて、望ましいまちづくりを進

めるため、関内駅周辺地区の新たな方向性を示すとともに、教育文化センター跡地活用に期

待するものとして複数の望ましい活用イメージの例を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公募売却価格 

  売却価格は、本市が示す土地評価額（約 29 億円）から、応募者の提案に基づく、既存建

物の解体・撤去費にかかる市負担額を除いた額とします。 
 

（４）スケジュール 

  平成 30年１月 15日に募集を締め切り、３月に事業予定者を決定し、30年度早期に土地売

買契約を締結する予定です。 
 

※ なお、募集要項の公表に先立ち、平成 29 年９月 25 日に第６回横浜市現市庁舎街区等活

用事業審査委員会を開催し、募集要項（案）について審議しました。 

 

 

 
 

２ 現市庁舎街区活用事業について 

平成 29 年 12 月 18 日に第７回横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会を開催し、事業の

方向性について議論していきます。 

 

 ３ 横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会条例について 

  横浜市教育文化センター条例の改正により、関連して、横浜市現市庁舎街区等活用事業審査

委員会条例第１条について、一部改正を行います。 

 （旧）「横浜市教育文化センターが所在する土地」 

 （新）「横浜市教育文化センターが所在した横浜市中区万代町１丁目１番の１等の土地」 

 

 

＜参考：横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針＞ 

      横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会での議論を経て、平成 29年３月に策定し、この 

実施方針に基づき、事業を推進しています。 

 
● 事業目的 
① 「国際的な産学連携」「観光・集客」をテーマに地区の賑わいと活性化の核づくりを行います。 
② 関内駅前の交通結節点機能を強化することで、都心臨海部各地区の連携と回遊性を高めます。 
③ 横浜らしい街並み景観を誘導します。 

 
● 対象土地の概要 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

平 成 2 9 年 1 2 月 1 1 日 

建築・都市整備・道路委員会資料 

都 市 整 備 局 

資料３ 

横浜市現市庁舎街区等活用事業の進捗状況について（報告） 
 
 

現市庁舎街区 
敷地面積 約 16,400 ㎡ 
 

教育文化センター跡地 
敷地面積 約 2,600 ㎡ 
 

港町民間街区 
区域面積 約 9,000 ㎡ 
 

 

関内駅周辺地区エリアコンセプトブック 

 
①関内駅周辺地区の新たな方向性 
 
②教育文化センター跡地活用に期待するもの 
（望ましい活用イメージの例） 

公募事業を通じて、 

関内駅周辺地区の 

望ましいまちづくり 

を推進 
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１ 公募売却の主旨 

 
横浜市（以下「本市」という。）は、教育文化センター跡地について、早期の安全確保と賑わい

創出を図るため、公募売却を通じて、民間活力により既存建物を解体し、跡地活用を行います。 

公募土地は、平成 24年度に閉鎖した教育文化センター跡地であり、教育文化センター跡地を含

む関内駅周辺地区については、平成 32年６月の市庁舎移転を契機に新しいまちづくりを進めるた

め、地元・市民・企業・専門家など多くの方々からの知見をいただくとともに、市民意見募集や

サウンディング調査、横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会での検討を行ってきました。そ

れらを踏まえ、平成 29年３月には、現市庁舎街区、港町民間街区及び教育文化センター跡地につ

いて、関内駅周辺地区の一体的なまちづくりの推進に向けて、事業の目的や考え方を定めた「横

浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針」（以下「実施方針」という。）を定めました。その中で、

土地活用の目的については、以下のとおり定めています。 

 
① 「国際的な産学連携」「観光・集客」をテーマに地区の賑わいと活性化の核づくりを行います。 
② 関内駅前の交通結節点機能を強化することで、都心臨海部各地区の連携と回遊性を高めます。 
③ 横浜らしい街並み景観を誘導します。 

 
本市としては、今回の公募により、実施方針に沿った土地の活用が行われ、産学連携による起

業促進やその効果の波及による業務機能の再生、ここに来たくなる新たな魅力の創出や周辺の商

店街等と連携した観光・集客の拠点形成などにより、関内駅周辺地区の賑わいの創出が図られる

ことを目指していますので、民間事業者の皆様においては積極的な検討をお願いします。 
なお、事業の実施にあたっては、事業内容を重視する公募型プロポーザル方式により広く事業

者を募ります。 
 
 
２ 公募土地の表示  

 
 

所在 公簿地目 地積（実測） 

横浜市中区万代町 1丁目 1番１ほか 宅地 2,647.78㎡ 
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３ 事業提案の内容 

 
（１）募集用途  

都市計画法、建築基準法等の関係法令を遵守し、大通り公園周辺地区街づくり協議指針に基

づき建設することができる建築物で、「国際的な産学連携」「観光・集客」に寄与し、賑わいの

創出に資する建築物 

 

（２）提案に関する条件（必須事項） 

① 「国際的な産学連携」「観光・集客」のいずれか又は両方に寄与する要素の提案を求めます。 
② 低層の賑わいを誘導するため、３階以下を非住居とします。（ただし、地域の活性化に特に

有効な賑わい施設を有する計画の場合、３階を住宅とすることを可能とし、２階以下を非

住居とします。） 
 

（３）提案事項 

① 事業コンセプト 

関内・関外地区が目指すまちづくりの方向性（＜資料４＞関内駅周辺地区エリアコンセプト

ブックなどを参照）を踏まえ、関内・関外地区を始めとした横浜都心臨海部の活性化に貢献す

る事業コンセプトを提案してください。 

 

② 建物用途 

「国際的な産学連携」「観光・集客」のいずれか又は両方に寄与する要素を含む建物用途とし

てください。「国際的な産学連携」「観光・集客」に寄与する要素については、多くの市民に対

して利用しやすくするなど、周辺地域の活性化に資する地域貢献となる提案も評価します。 

また、今後、事業者が決定する現市庁舎街区とは、「国際的な産学連携」「観光・集客」とい

う機能面においても連携していくことが求められていますので、連携のあり方についても提案

してください。 
 

③ 施設計画 

地域の特性を活かした横浜らしい街並み景観形成に貢献する提案としてください。 
関内・関外地区のゲートウェイとして、人の流れを誘導し地域の活発な動きを誘発する役割

を担えるデザインとし、魅力的な空間・景観を形成するため、地域に開かれた空間や、緑豊か

な空間を創出してください。 
 

④ 周辺地域への波及に向けた取組 

周辺地域の賑わいを創出するアクティビティの実施計画や、周辺地域への回遊性を高める取

組、また、防災・減災に資する取組を提案してください。具体性を持った提案にするとともに、

一過性のものではなく、継続的に周辺地域に賑わいが創出できるよう、財源の確保や体制の維
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持にも配慮した提案としてください。 
アクティビティの実施計画・周辺地域への回遊性を高める取組については、敷地内での取組

だけではなく、公園などの敷地周辺と連携した面的な展開についても提案してください。 
その際、許認可等が必要な提案は、別途、施設管理者との協議が必要となりますが、特に大

通り公園の活用については、教育文化センター跡地事業者の役割が大きく、積極的かつ自由な

発想の提案を求めます。 
防災・減災に資する取組については、横浜市地震被害想定において、中区では多くの帰宅困

難者の発生が想定されていることから、「横浜市防災計画」等を踏まえ、帰宅困難者一時滞在施

設としての施設の提供協力や、「一斉帰宅抑制の基本方針」への賛同など、大規模災害発生時の

防災・減災に資する取組を提案してください。 
 

⑤ 事業計画 

財務の健全性・事業実施体制については、具体性及び実現性の高い計画としてください。  

教育文化センター跡地の既存建物は、耐震性に課題がありますので、早期に安全が確保できる

スケジュールを提案してください。また、設計・施工・管理運営業務などにおいて、市内事業

者（横浜市内に主たる事務所又は事業所を有するものをいう。）を積極的に活用してください。 
 

（４）考慮が必要な事項 

① 関連計画 

提案にあたっては、次の関連計画等を参考にしてください。 
・横浜市景観計画（平成 20年４月） 

・関内・関外地区活性化推進計画（平成 22年 3月） 

・横浜市文化芸術創造都市施策の基本的な考え方（平成 24年 12月） 

・横浜市都市計画マスタープラン（平成 25年 3月） 

・新市庁舎整備基本計画（平成 26年 3月） 

・横浜市都心臨海部再生マスタープラン（平成 27年２月） 

・横浜市山下ふ頭開発基本計画（平成 27年９月） 

・横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針（平成 29年３月） 

 

② 関内駅周辺地区エリアコンセプトブック 

関内駅周辺地区については、＜資料４＞関内駅周辺地区エリアコンセプトブック（以下「エ

リアコンセプトブック」という。）において、本事業を通じて、望ましいまちづくりを進める

ため、関内駅周辺地区の新たな方向性を示すとともに、教育文化センターの跡地活用に期待

するものとして、複数の望ましい活用イメージの例をお示ししています。これらの例は提案

の質を高めるための手がかりとして活用してください。ただし、例示に沿った提案でなくと

も、創意溢れる優れた提案については高く評価します。 
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（５）禁止事項 

以下の用途での事業は禁止します。 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に

規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用 

・前記に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等

公序良俗に反する用 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項

に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用 

 

 

４ スケジュール 

 
事業スケジュールは以下のとおりとします。 

募集要項の公表 平成 29年 10月 13 日 

募集要項に関する説明会の開催 平成 29年 10月 20 日 

現地見学会 平成 29年 10月 20 日 

質問受付 平成 29年 10月 27 日～11月 2日 

質問回答(予定) 平成 29年 11月 24 日 

応募の受付 平成 30年 1 月 4日～15日 

応募者ヒアリング 平成 30年 2 月頃 

事業予定者の決定 平成 30年 3 月頃 

基本計画協定の締結（予定） 平成 30年度初旬 

土地売買契約の締結（予定） 平成 30年度初旬 
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５ 公募売却価格 

 
売却価格は、本市が示す土地評価額より、応募者の提案に基づく、既存建物の解体・撤去費に

かかる市負担額を除いた額とします。 

 

売却価格 ＝ 土地評価額 2,887,404,090円 － 解体・撤去費にかかる市負担額（提案価格） 

 

  

（１） 土地評価額 

  公募土地の評価額は鑑定評価に基づき、以下のとおりとします。 

 

土地評価額 2,887,404,090円 1,090,500円／㎡×2,647.78㎡ 

※ 更地での鑑定評価額となります。 

 

（２） 解体・撤去費にかかる市負担額（提案価格） 

解体・撤去費は、原則として、土地評価額からの減額という形で、市が負担することとな

ります。ただし、解体・撤去費の全部又は一部を事業者が負担することとし、残額を市の負

担額として提案することもできます。 
なお、解体・撤去費にかかる市負担額の上限額を、以下のとおりとします。 
 
 
 
解体・撤去費の積算においては、解体計画に基づき、適正に算出してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

解体・撤去費（上限額） 1,075,680,000円 
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（３）提案審査における審査項目と配点 
提案審査は、提案内容及び提案価格を総合的に評価します。審査項目および配点は次のとお

りとします。 

 

大項目 中項目 審査の視点 配点 

１ 事業内容 (1) 事業 

コンセプト 

本市が目指すまちづくりの方向性（エリアコンセプトブックを参

照）を踏まえた、優れた事業コンセプトが提案されているか 
10 

(2) 建物用途 

① 「国際的な産学連携」「観光・集客」に寄与する具体的かつ優れ

た提案がなされているか 

② 上記用途が、周辺地域の活性化に資するような地域貢献となる提

案となっているか 

③ 現市庁舎街区との連携についても、提案されているか 

25 

 (3) 施設計画 

① 関内・関外地区のゲートウェイにふさわしいデザインとなってい

るか 

② 地域に開かれた空間・緑豊かな空間の創出に取り組んでいるか 

15 

 

(4) 周辺地域 

への波及に

向けた取組 

① 周辺地域の賑わいを創出するアクティビティの実施計画が提案

されているか 

② 周辺地域への回遊性を向上させる取組が提案されているか 

③ 防災・減災に資する取組が提案されているか 

④ 上記について、持続的に取り組む財源・体制が確保できているか 

20 

 (5) 事業計画 

① 財務の健全性・事業実施体制について、具体性及び実現性が高い

計画となっているか 

② 早期に着手する事業スケジュールとなっているか 

③ 設計・施工・管理運営等の段階において、市内事業者が活用され

ているか 

10 

２ 提案価格  提案価格審査（（２）② ア（ｲ））のとおり 10 

３ その他  
他の項目では評価の対象とならなかった部分について、具体的か

つ優れた提案がなされているか 
10 

合  計  100 
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